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令和 5 年 6 月議会 一般質問 

問
観
光
振
興
に
つ
い
て 

答
弁 

安
部
産
業
観
光
部
長 

 
キ
ャ
ン
プ
場
は
４
施
設
・
公
園
は
９

施
設
有
り
、小
便
器
以
外
の
便
器
は
全

体
で
１
１
７
基
が
有
る
。暖
房
付
便
座

２
２
基
で
普
及
率
は
１
９
％
、ウ
ォ
シ

ュ
レ
ッ
ト
機
能
付
き
便
座
は
１
４
基

で
１
２
％
の
普
及
率
で
あ
る
。和
式
も

半
分
程
度
残
っ
て
お
り
、要
望
を
聞
き

な
が
ら
改
修
を
進
め
た
い
。 

市
内
キ
ャ
ン
プ
場
の
公
衆
ト
イ
レ 

の
暖
房
便
座
や
ウ
ォ
シ
ュ
レ
ッ
ト

の
整
備
状
況
に
つ
い
て 

大
東
丸
小
山
公
園
の
男
女
の
ト
イ

レ
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
が
全
く
な

い
。 

答
弁 

小
村
建
設
部
長 

 

現
状
、
改
修
予
定
は
な
い
。 

市
内
キ
ャ
ン
プ
場
・
公
園
内
の
倒

木
落
枝
管
理
に
つ
い
て 

答
弁 

安
部
産
業
観
光
部
長 

 

キ
ャ
ン
プ
場
・
公
園
は
、
基
本
的
に

指
定
管
理
者
・
管
理
受
託
業
者
に
点
検

管
理
を
任
せ
て
い
る
。現
状
に
よ
っ
て

は
、市
が
倒
木
等
の
管
理
を
行
う
こ
と

も
あ
る
。 

大
東
町
の
丸
小
山
公
園
"
多
目
的

広
場
"
の
バ
ッ
ク
ネ
ッ
ト
と
フ
ァ

ー
ル
ボ
ー
ル
用
の
フ
ェ
ン
ス
の
改

修
に
つ
い
て 

答
弁 

小
村
建
設
部
長 

 

現
状
、
改
修
予
定
は
な
い
。 

問
子
育
て
支
援
に
つ
い
て 

国
の
異
次
元
の
少
子
化
対
策
に
対

し
、
雲
南
市
と
し
て
"
超
"
異
次
元

の
少
子
化
対
策
の
準
備
は
進
め
て

い
る
の
か 

答
弁 

石
飛
市
長 

 

こ
れ
ま
で
住
宅
取
得
支
援
、
医
療

費
・
教
育
費
負
担
の
軽
減
支
援
、
産
前

産
後
の
サ
ポ
ー
ト
や
子
育
て
支
援
な

ど
、総
合
的
な
対
策
を
継
続
す
る
と
と

も
に
、令
和
５
年
度
う
ん
な
ん
ベ
ビ
ー

応
援
事
業
や
多
胎
児
支
援
事
業
、子
育

て
世
帯
を
対
象
と
し
た
空
き
家
改
修

事
業
な
ど
を
新
た
な
事
業
と
し
て
進

め
て
き
た
。そ
れ
以
外
の
事
業
の
準
備

は
こ
れ
か
ら
で
あ
り
、国
事
業
と
整
合

性
を
図
り
な
が
ら
検
討
を
進
め
る
。 

保
育
園
・
幼
稚
園
の
入
園
審
査
は

必
要
か
(
希
望
者
全
員
の
受
け
入

れ
は
可
能
か
) 

答
弁 

石
飛
子
ど
も
政
策
局
長 

 

特
定
の
保
育
園
等
へ
利
用
定
員
を

超
え
る
申
し
込
み
が
発
生
し
た
場
合
、

保
育
の
必
要
性
を
判
断
す
る
た
め
審

査
は
必
要
。
令
和
５
年
度
は
、
希
望
者

全
員
が
希
望
施
設
に
入
所
で
き
た
。 

保
育
園
等
の
「
開
所
・
閉
所
時
間
」

は
、
遠
方
に
勤
務
す
る
保
護
者
に

と
っ
て
送
迎
に
支
障
が
有
る
の
で

は
な
い
か 

保
育
園
等
の
入
園
申
し
込
み
の
空

き
状
況
で
「×

」
が
付
い
た
施
設

は
、
全
く
受
け
入
れ
で
き
な
い
の

か 答
弁 

石
飛
子
ど
も
政
策
局
長 

 

利
用
可
能
時
間
は
、１
１
時
間
と
し

て
い
る
。朝
は
７
時
か
ら
夕
方
１
９
時

３
０
分
ま
で
の
間
で
預
か
っ
て
い
る
。

た
だ
、１
９
時
３
０
分
ま
で
預
か
っ
て

い
る
施
設
は
、加
茂
町
と
大
東
町
に
あ

り
、
そ
れ
以
外
は
、
１
９
時
ま
で
の
預

か
り
で
あ
る
。
預
か
り
時
間
の
延
長

は
、受
け
入
れ
施
設
や
保
護
者
ニ
ー
ズ

を
聞
き
な
が
ら
考
え
る
。 

答
弁 

石
飛
子
ど
も
政
策
局
長 

 

「×

」
が
付
い
て
い
て
も
、
全
く
受

け
入
れ
る
事
が
出
来
な
い
と
は
限
ら

な
い
。
入
所
を
希
望
さ
れ
る
場
合
、
各

施
設
へ
入
所
の
可
否
を
問
い
合
わ
せ

て
ほ
し
い
。 

雲
南
市
立
病
院
の
院
内
保
育
で
看

護
師
が
深
夜
明
け
後
、
仮
眠
す
る

と
し
た
ら
仮
眠
時
間
中
、
子
供
は

預
か
れ
る
の
か 

答
弁 

石
原
市
立
病
院
事
務
部
長 

 

院
内
保
育
利
用
可
能
時
間
は
深
夜

勤
務
の
場
合
、１
８
時
か
ら
翌
日
の
昼

１
２
時
ま
で
と
な
っ
て
い
る
。病
棟
の

深
夜
勤
務
は
、０
時
１
５
分
か
ら
９
時

ま
で
と
な
っ
て
お
り
、仮
眠
目
的
で
１

２
時
ま
で
は
継
続
し
て
預
か
る
事
が

出
来
る
。 

延
長
保
育
料
や
各
種
手
数
料
・
税

金
等
の
キ
ャ
ッ
ス
レ
ス
に
つ
い
て 

答
弁 

竹
下
市
民
環
境
委
部
長 

 

固
定
資
産
税
・
軽
自
動
車
税
に
つ
い

て
は
、令
和
５
年
度
か
ら
納
付
通
知
書

に
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
を
付
け
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
対
応
が
出
来
る
よ
う
に
し
た
。 

答
弁 

石
飛
子
ど
も
政
策
局
長 

 

毎
月
の
保
育
料
は
、口
座
振
替
を
実

施
し
て
い
る
が
延
長
保
育
料
は
納
入

通
知
書
に
よ
る
振
り
込
み
を
実
施
し

て
い
る
。令
和
７
年
シ
ス
テ
ム
改
修
を

計
画
し
て
お
り
、
そ
の
時
、
支
払
い
の

多
様
化
を
考
え
て
ゆ
き
た
い
。 

答
弁 

石
飛
市
長 

 

行
政
の
Ｄ
Ｘ
、地
域
の
Ｄ
Ｘ
を
進
め

る
こ
と
は
、
大
変
重
要
。
そ
れ
が
子
育

て
世
帯
の
支
援
に
つ
な
が
る
の
で
あ

れ
ば
、積
極
的
に
考
え
て
ゆ
か
な
け
れ

ば
い
け
な
い
が
、反
面
コ
ス
ト
の
こ
と

も
あ
る
。令
和
７
年
ま
で
全
て
先
送
り

す
る
の
で
は
な
く
、出
来
る
こ
と
か
ら

一
つ
ず
つ
や
っ
て
行
き
た
い
。 

 
裏面も 

是非御覧ください！ 



 

６月定例会における補正予算額は、３２４億円となり、その主なものは１２の新規事業と 9 の拡充事業

から構成されています。その中で、注目すべき事業は次の通りです。②⑤⑦の事業は、特定財源とし

て、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」が充当されています。 

 

社会福祉法人よしだ福祉会が運営する「看護小規模

多機能型居宅介護事業所”とちのみ”」の施設の老

朽化による改築。高齢化社会において、事業の継続

を図るためには老朽化しつつある施設の改修は必

要不可欠であり、入居者へのサービス向上と共に介

護いただく施設職員の負担軽減も期待できる。 

社会福祉施設整備事業費補助金 

約 4,100 万円 
１ 

電力・ガス・食糧費等の価格高騰による負担増を踏

まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯に対

し、1世帯当たり 3万円の現金を支給。 

令和 5 年度住民税非課税世帯等
臨時特別給付金 約 11,600 万

２ 

総務省の「地域おこし協力隊制度」を活用し、地域

課題の解決につながる起業を行う人材２名を雲南

市に誘致するもの。これにより関係人口の増加や起

業に伴う事業所の増加、雇用の場の確保が期待でき

る。 

起業型地域おこし協力隊配置事業
約 600 万円 

３ 

高齢化等で営農継続が難しいことから、ほ場整備事 

業により基盤整備を行い、担い手に農地を集積しや 

すくする事が必要。そのため、基盤整備事業を行う 

には地元負担を軽減する必要があり、今回はそのた 

めの補事業。 

農業経営高度化支援事業補助金 
約 2,100 万円 

４ 

市内事業者のエネルギーコスト削減等の支援を行

う為、省エネ機器導入補助事業。 

中小企業者等省エネルギー支援事業 
約 1,000 万円 

５ 

令和 6年度から海潮中学校を廃止し、大東中学校に

統合することに伴い、スクールバスを配置して遠距

離通学児童生徒の安全安心な通学手段の確保を図

る。 

スクールバス整備事業 
約 1,200 万円 

６ 

エネルギーや農薬の価格高騰の影響を受ける農業

法人に対し、負担軽減のための支援事業。 

営農法人等物価高騰対策支援事業 
約 500 万円 

７ 

私の議員活動について「よしひら通信」でお伝え出来なかった案

件は、ホームページに掲載をしております。 
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